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食品廃棄物系バイオマスのエネルギー利用システムについて 

－現状、課題及び今後の方向性－ 

 
 
１．食品廃棄物系のバイオマスのエネルギー利用の検討の視点 

 
○ 家庭の生ごみ、外食産業・小売・卸売等流通過程での食品残さ、食品製造業等製造

過程での食品残さの利用用途として、飼料・たい肥等の原材料利用に次ぎ、ガス化・

エタノール化等の燃料化、発電等のエネルギー利用がある。このバイオマスのエネル

ギー利用は、地球温暖化防止にも貢献する意義の高いシステムである。 
○ 生ごみ等食品廃棄物の利用用途として、原材料利用とエネルギー利用は相互に競合

関係にある一方で、補完関係にもあると考えられる。また、生ごみ等食品廃棄物のこ

うした利用用途は、家畜ふん尿のたい肥化や木質系バイオマスの燃料化等のように、

他のバイオマス系廃棄物の利用用途とも重なる。 
○ このようなことから、生ごみ等食品廃棄物のエネルギー利用を検討するに当たって

は、循環基本法の基本原則に沿ったものとすることを前提とし、原材料利用との競合

／補完関係や、他のバイオマスのエネルギー利用との競合／補完関係を考慮すること

が必要である。 
○ その上で、生ごみ等食品廃棄物の原材料利用とバイオマス全体のエネルギー利用を

進展・持続させることのできるシステムの具体像を明確化することが適切である。 
○ また、エネルギー変換技術の水準、賦存量、代替する既存の燃料・エネルギーとの

関係、バイオマスの集荷・エネルギー利用のシステム化等を考慮する必要がある。 
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図１ バイオマス系廃棄物の利用用途の概要 

資料２ 
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２．各種バイオマスのエネルギー変換技術の水準 

 

○ 各種バイオマスに対応するエネルギー変換技術について、技術水準（実用化、実証、

研究開発）を表１に整理する。 

 

表１ バイオマスの種類ごとに対応する変換技術とその技術水準 

変換技術 
技術 

水準 

食品 

廃棄物 

家畜 

ふん尿 

下水 
汚泥 

農業 

残さ 
木くず 

実用化 ◎ ◎ ◎ ○  
メタン発酵 

実証     ○ 

実用化 ◎注１     エタノール 

発酵 実証    ○ ◎ 

アセトン・ブタ

ノール発酵 
開発 ○ △ △   

生

物

化

学

的

変

換 水素発酵 開発 ○ △ △ ○  

実用化     ◎ 
熱分解ガス化 

実証 △ △ △ ○ ◎注２ 

超臨界 

ガス化・油化 
基礎研究 ○ ○ ○   

炭化 実用化 △ △ △ △ ◎ 

熱

化

学

的

変

換 エステル化 実用化 ◎注３     

実用化    ◎ ◎ 
直接燃焼 

実証   △注４  ◎注５ 
燃

焼 
固形燃料化 実用化 ○    ◎注６ 

注１：糖蜜など糖・澱粉系のものが対象。 

注２：小規模システム、ＧＴＬ（ガストゥリキッド）を含む。注３：食用油が対象。 

注４：炭化物の火力発電所利用、注５：小規模システムの実証、火力発電所での混焼の実証。 

注６：ペレット化を含む 

出典：「バイオマスエネルギー導入ガイドブック（第２版）」 
（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

技術レベルの区分：◎事例多数・対応技術として向いている 
○事例有・対応技術として向いている 

△事例有・対応可能な技術 
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３．バイオマスエネルギーの賦存量と利用可能性 

 

○ 主要バイオマス全体のエネルギーとしての賦存量及び利用可能量の試算例を図２

に示す。この試算によれば、利用可能量（経済性等の実際上の利用制約を考慮してお

らず、現実的な利用可能量は更に限定）は年間当たり 1,327PJ（約 3,500万原油換算

kL相当）であり、一次エネルギー総供給量の6％弱に相当する。 

○ また、この試算で食品廃棄物とされるものはバイオマス全体のエネルギー賦存量の

22％を占め、木質系バイオマスに次いでウエイトは大きいが、寄与の大きい食品加工

廃棄物は具体的には、食品製造工場の有機性汚泥である。 

○ 食品販売廃棄物、家庭生ごみ、廃食用油の３つのエネルギー利用可能量は、63PJで

あり、バイオマス全体の約5%となっている。なお、実際にはこれら３つのものについ

ては、その一部が飼料化・たい肥化されるため、残る部分がエネルギー利用の対象と

なる。 
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図２ 我が国の主要バイオマスエネルギーの賦存量と利用可能量 

 
（注１）利用可能量の設定条件は概ね以下の通り 

木質系・製紙系・農業残さ・廃食用油：賦存量からエネルギー用途以外の有
効利用分を除いた量を利用可能量と想定 
家畜ふん尿・し尿・下水汚泥、廃食用油を除く食品廃棄物：賦存量全量を利
用可能と想定 

（注２）出典：「新エネルギー導入基礎調査 バイオマスエネルギーの利用・普及政策
に関する調査」（社団法人日本エネルギー学会） 
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４．個々のバイオマスエネルギー利用システムの概要 

 

（１）実用化段階にあるシステム 

○メタン（バイオガス）利用システム 
 
①概要 ○いろいろなバイオマス（食品廃棄物、畜産廃棄物、農産廃

棄物、排水処理汚泥、有機性排水、し尿、植物性バイオマ
ス等）を原料とし、微生物反応によりメタンを生成し、ガ
スエンジンやボイラーで都市ガスと混合又は代替利用し、
発電又は熱として利用するシステム。 
○得られたエネルギーをバイオガス化する場所で自家利用
し、余った分を売電又は熱利用する。 
○高含水率のバイオマスからエネルギーを回収できる点が
このシステムの特徴。 

②競合材料 ○発電機用又はボイラー用の燃料（都市ガス、重油、灯油、
ＬＰＧ） 

③普及・導入の状況 ○食品廃棄物を対象としたものは約100件、家畜ふん尿は約
60件、下水道汚泥は約252件と多数の実績がある。 

経済性 ○売電価格が発電コストよりも低い 
技術 ○アンモニアによる発酵阻害対策技術の導入が必要 

④課題 

システム ○発酵処理水、発酵残渣の処理のシステム化が必要 
⑤今後の可能性・方
向性 

○余剰分のエネルギーを施設周辺や地域で有効に利用する
システムを構築することがポイント。例えば、メタンガス
を市町村のごみ収集車の燃料とする事例もある。 
○技術開発が必要であるが、水素発酵や燃料電池との組み合
わせで、将来の水素利用に貢献することが期待される。 

バイオマスの利
用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 
○畜産・汚泥系バイオマス ：  〃 247PJ/年 
                〃  247PJ/年 
○木質系バイオマス ：  〃 471PJ/年 

〃   395PJ/年 
○製紙系バイオマス ：  〃 523PJ/年 

〃   254PJ/年 
○農業残渣系バイオマス ：  〃 141PJ/年 

〃   84PJ/年 
 ［合計 ： 賦存量1,667PJ/年（利用可能量1,261 PJ/年）］ 

バイオマス当た
りの変換量 

○生ごみ1ｔ（湿ベース）からバイオガス（メタン濃度約60％、
二酸化炭素濃度約40％）が100～200Ｎｍ3生成 

○家畜ふん尿あるいは汚泥 1ｔ（湿ベース）からバイオガス
が20～40Ｎｍ3生成 

単位エネルギー
量当たりコスト
の事例 

○生ごみ55ｔ/日の施設の場合、発電コスト14円/kWh 
○家畜ふん尿・食品加工残渣等5ｔ/日の施設の場合、発電コ
スト9円/kWh 

○バイオガス価格（都市ガス原料としての卸売価格）20円/
ｍ3（0.9円/MJ）（家庭向けＬＰＧ価格5.8円/MJ） 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

建設・ランニン
グコストの事例 

○生ごみ3ｔ/日の施設の場合、施設建設費約5.1億円、ラン
ニングコスト約2,700万円/年 

○家畜ふん尿等86ｔ/日の施設の場合、施設建設費約4.7億
円、ランニングコスト約5億円/年 
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○エタノール利用システム 
 
①概要 ○食品廃棄物のうち糖蜜など糖・澱粉系のものを原料とし、

微生物反応によりエタノールを生成し、ガソリン自動車の

燃料、ボイラー用の燃料として利用するシステム。生ごみ

全体ではなく、対象は糖・澱粉系のものに限られる。 
○ブラジル（サトウキビを原料）では自動車燃料に、米国（ト

ウモロコシ）ではエタノール10%混合ガソリン（E10）が自

動車用燃料に用いられている。 

②競合材料 ○自動車用の燃料（ガソリン）、ボイラー用または冷凍機用

の燃料（重油、灯油、ＬＰＧ） 

③普及・導入の状況 ○糖・澱粉系を対象としたものは実用化されており、木くず

等のセルロース系を対象としたものも事業化予定。 

経済性 ○製造コストの低減（価格がガソリンよりも高い） 

技術 ○セルロース系バイオマスの酵素加水分解法の実用化 

④課題 

システム ○エタノール供給量拡大のためには、セルロース系バイオマ

スを原料として確保することが重要。 

⑤今後の可能性・方

向性 

○エタノール混合ガソリン（E3）について、国内流通実証実

験が行われているところであり、地域における実証の取組

や事業化計画中のものもある。将来的には地域における取

組は増大していくものと見込まれる。また、我が国自動車
産業の重要な市場となっている米国、中国等海外における

エタノール導入拡大の方向も影響すると考えられる。 

米国では2005年エネルギー政策法により、自動車用燃料に含ま

れる再生可能燃料を 06年約 1500万kLから12年約2800万kL

に引き上げることとされ、エタノール利用の拡大が見込まれる。

ＥＵでも自動車用バイオ燃料導入指令（2003年）により、エタ

ノール利用の拡大が見込まれる。中国・インドにおいてもエタ

ノール混合ガソリンの導入拡大が予定されている。 

バイオマスの利

用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 

○木質系バイオマス ：  〃 471PJ/年 
〃  395PJ/年 

○製紙系バイオマス ：  〃 523PJ/年 
〃   254PJ/年 

○農業残渣系バイオマス ：  〃 141PJ/年 
〃   84PJ/年 

 ［合計 ： 賦存量1,420PJ/年（利用可能量1,014 PJ/年）］ 

バイオマス当た

りの変換量 

○糖質100ｇからエタノール約51ｇを生成する。 

○エネルギーとしては、糖質のエネルギーの約91％がエタノ
ールに保存される。 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

単位エネルギー
量当たりコスト

の事例 

○林地残材・稲わら等50ｔ/日の施設の場合、製造コスト0.6
円/MJ 
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○バイオディーゼル燃料利用システム 
 
①概要 ○植物油を原料とし、熱化学的変換によりエステル化してバ

イオディーゼル燃料を生成し、ディーゼル自動車の燃料と

して軽油と混合又は代替利用する、又はガスエンジンやボ

イラーで灯油や重油との混合利用により発電又は熱とし
て利用するシステム。 

②競合材料 ○自動車用又は建設機械用又は農業機械用等の燃料（軽油）

発電機用又はボイラー用の燃料（灯油、重油） 

③普及・導入の状況 ○実績は多いが、自治体主導、NPO主導での小規模のものが

多く、公用車、ごみ収集車、バスなど限定的な利用。 
○京都市では、1997年度より廃食油をバイオディーゼル燃料

に転換し、約220台のごみ収集車全車でニート（BDF100％

燃料）を給油している。また、2000年度からは、81台の

市バスにも軽油に20％添加して利用。 

経済性 ○製造コストの低減（価格が軽油よりも高い） 

利用面 ○寒冷地における冬期のバイオディーゼル燃料の粘性低下 

④課題 

システム ○原料の回収と自動車燃料利用を含めたシステム化が必要 

⑤今後の可能性・方

向性 

○京都市をはじめとして 70箇所以上で利用が進められてお

り、その他にも計画を有する地域がある。燃料規格が検討

されており、将来的には地域における取組は定着・増大し

ていくものと見込まれる。個々の地域システムにおいて、
原料となる廃食用油の回収システムづくり、経済性の向上

がポイント。 

バイオマスの利

用可能量 

○食品系バイオマス（廃食用油） ： 賦存量17PJ/年 

利用可能量13PJ/年 

単位エネルギー
量当たりコスト

の事例 

○ＢＤＦ価格（事業者の平均的小売価格）70～90円/Ｌ（2.0
～2.5円/MJ）（軽油価格107円/Ｌ、灯油価格70円/Ｌ） 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

建設・ランニン

グコストの事例 

○廃食用油5,500L/日の施設の場合、施設建設費約7.5億円、

ランニングコスト約85円/L 
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（２）生ごみ等のエネルギー利用と関連するシステム 

 

 以下の技術は、主としてドライ系のバイオマス用のシステムであるが、生ごみ等も組

み合わせることは可能であり、事例もある。 

 

○直接燃焼 
 
①概要 ○バイオマスを燃焼し、発生する熱エネルギーを熱として直

接利用、あるいは電力エネルギー等へ変換し利用するシス

テム。 

○含水率の高いバイオマスでは、燃焼熱が水分の蒸発潜熱と

して浪費されてしまうので、低含水率のバイオマス（木く
ずや農業残さ）を対象とするのがエネルギー利用のために

は望ましい。 

②競合材料 ○発電用又はボイラー用の燃料（石炭、石油等） 

③普及・導入の状況 ○多数の実績がある。木質系バイオマスを対象としたもの
は、大小規模のものが約140件ある。 

経済性 ○売電価格が発電コストよりも低い 

技術 ○小規模高効率発電技術の開発 

④課題 

システム ○発電や熱利用を行う既存焼却炉の有効活用が重要 

⑤今後の可能性・方

向性 

○生ごみ専焼炉は考えにくく、発電や熱利用を行う既存焼却

炉を用いたシステムが中心であり、ＲＰＳ法に基づくバイ

オマス発電がインセンティブとなる。 
○電力会社への売電の他、余剰分のエネルギーを施設周辺や

地域で有効利用するシステムを構築することがポイント。 

バイオマスの利

用可能量 

○木質系バイオマス ： 賦存量471PJ/年 

利用可能量395PJ/年 
○製紙系バイオマス ：  〃 523PJ/年 

〃   254PJ/年 
○農業残渣系バイオマス ：  〃 141PJ/年 

〃   84PJ/年 
 ［合計 ： 賦存量1,135PJ/年（利用可能量733PJ/年）］ 

単位エネルギー
量当たりコスト

の事例 

○林地残渣・工場残材0.6ｔ/日の施設の場合、熱利用コスト
1.4円/MJ（処理物調達コスト含む） 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

建設・ランニン

グコストの事例 

○鶏ふん 20ｔ/日の施設（発電なし、熱利用のみ）の場合、

施設建設費約 1.1億円、ランニングコスト約 3,700万円/
年 

○建設廃材・間伐材等 50ｔ/日の施設の場合、イニシャルコ

スト約5.6億円、ランニングコスト約1億円 
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○熱分解ガス化 
 
①概要 ○いろいろなバイオマス（食品廃棄物、木くず、農業残さ等）

を原料とし、高温場において熱分解と化学反応により、燃

料ガスを生成し、ガスエンジンやボイラーで発電又は熱と

して利用するシステム。 
○含水率の高いバイオマスでは、燃焼熱が水分の蒸発潜熱と

して浪費されてしまうので、低含水率のバイオマスを対象

とするのがエネルギー利用のためには望ましい。 

②競合材料 ○発電機用又はボイラー用の燃料等（都市ガス、重油、灯油、

ＬＰＧ） 

③普及・導入の状況 ○木質系バイオマスを対象としたものを中心に約 20件の実

績がある。 

経済性 ○トータルコストの低減 ④課題 

技術 ○タールの分解促進による総合的エネルギー収支（冷ガス効
率）の向上及び安定運転 

⑤今後の可能性・方
向性 

○ガス化は直接燃焼に比べ、システム的には複雑になるが、
発電効率等は将来的には高くなると期待されている。 

○小規模でも一定の効率を得られるため、少量発生する地域

での有効活用が可能となる。 

○燃料ガスの他、化学原料ガスを生成することも可能であ
り、燃料以外での利用用途も期待される。（ただし、化学

原料ガスの利用は、精製してメタノール、エタノール、酢

酸、ホルムアルデヒドなどの原料となるが、現状では天然

ガスを原料とする方が経済的） 

バイオマスの利

用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 

○畜産・汚泥系バイオマス ：  〃 247PJ/年 
                〃  247PJ/年 

○木質系バイオマス ：  〃 471PJ/年 

〃   395PJ/年 

○製紙系バイオマス ：  〃 523PJ/年 
〃   254PJ/年 

○農業残渣系バイオマス ：  〃 141PJ/年 

〃   84PJ/年 

 ［合計 ： 賦存量1,667PJ/年（利用可能量1,261 PJ/年）］ 

単位エネルギー
量当たりコスト

の事例 

○木質系バイオマス200ｔ/日の施設の場合、発電コスト7.5
円/kWh 

○資材屑50ｔ/日の施設の場合、発電コスト20円/kWh 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

建設・ランニン

グコストの事例 

○間伐材・製材屑等5ｔ/日のガス化発電施設の場合、施設建

設費約3億円 
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○炭化 
 
①概要 ○いろいろなバイオマス（食品廃棄物、汚泥、木くず、農業

残さ等）を原料とし、空気の供給を制限し、高温場におい

て熱化学的変換により炭を生成し、炭を発電機やボイラ

ー、ストーブ等で発電又は熱として利用するシステム。 

②競合材料 ○発電用又はボイラー用の燃料（石炭、石油等） 

③普及・導入の状況 ○古くから利用されているシステムであるが、利用先の問題

から広く普及していない。 

④課題 システム ○炭の品質確保に加え、炭の安定な利用先確保のシステム化 

⑤今後の可能性・方
向性 

○岩手県のペレットボイラー、ペレットストーブ等のように
炭の利用先を含めた地域システムの構築がポイント。 

○ストーブ等新しい燃料利用分野や、エネルギー以外の新用
途（活性炭、土壌改良材、畜産飼料添加材、床下調湿材、

融雪材、水質浄化材）での利用拡大が期待される。 

バイオマスの利

用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 

○畜産・汚泥系バイオマス ：  〃 247PJ/年 

                〃  247PJ/年 

○木質系バイオマス ：  〃 471PJ/年 
〃   395PJ/年 

○製紙系バイオマス ：  〃 523PJ/年 

〃   254PJ/年 

○農業残渣系バイオマス ：  〃 141PJ/年 
〃   84PJ/年 

 ［合計 ： 賦存量1,667PJ/年（利用可能量1,261 PJ/年）］ 

バイオマス当た

りの変換量 

○木質系バイオマス（マツの樹皮とおがくず混合物）の場合、

原料1（乾ベース）に対して炭が0.20（木ガスを多く生成
する場合）～0.35（炭を多く生成する場合）生成される。 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

単位エネルギー

量当たりコスト

の事例 

○家畜ふん尿23.1ｔ/日の施設の場合、製造コスト12円/MJ 

○廃木材チップ 115ｔ/日の施設の場合、製造コスト 0.2円

/MJ 
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（３）研究開発段階の技術 

 
 以下の技術は、生ごみに適用可能であると考えられるが、現段階では実用化段階にな

く、研究開発段階のものである。 
 

○アセトン・ブタノール発酵技術 

①概要 ○食品廃棄物等に含まれる糖系のものを原料とし、微生物反

応によりアセトン・ブタノールを生成するシステムであ

る。焼酎滓等も発酵基質として利用できる。エタノール発
酵と同様、生ごみ全体ではなく、対象となるバイオマスが

限られる。 

②競合材料 ○自動車用等の燃料（軽油） 

③普及・導入の状況 ○研究開発段階にある。 

経済性 ○トータルコストの低減 

技術 ○最終生成物（ブタノール他）の阻害対策 

④課題 

システム ○生成物の連続抽出（連続運転） 

⑤今後の可能性・方

向性 

○植物油バイオディーゼル燃料にブタノールを混合するこ

とにより、着火性が改善し、黒煙発生も防止。 

○燃料の他、アセトンはメタクリル樹脂の原料あるいは塗料

溶剤として、ブタノールはイソプレン、イソブテン等の原
料としての利用拡大が期待されるが、相応の供給ロットと

安定供給を確立することが課題。 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

バイオマスの利

用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 

○畜産・汚泥系バイオマス ：  〃 247PJ/年 

    〃  247PJ/年 

 ［合計 ： 賦存量532PJ/年（利用可能量528 PJ/年）］ 

 



11 

○超臨界技術 
 
①概要 ○バイオマスを超臨界水の中に置くと、水との反応によって

加水分解、熱との反応により熱分解が進行して、低分子化

が起こる。十分に低分子化を進行させることにより、水素、

メタン、一酸化炭素、二酸化炭素を主成分とする可燃性ガ
スを得ることができるシステム。（超臨界ガス化） 

○また、超臨界状態より条件をより穏やかにすることによ

り、ガスにまで分解せず、液体燃料を得ることができるシ

ステム。（超臨界油化） 
○有機系廃棄物から水素やメタンガスを生成する研究等が、

なされている。 

②競合材料 ○メタンガス等生成の場合は発電機用又はボイラー用の燃

料（都市ガス、重油、灯油、ＬＰＧ） 

③普及・導入の状況 ○研究開発段階にある。 

④課題 システム ○高温高圧条件実現のための効率的・経済的な必要エネルギ

ーの確保 

⑤今後の可能性・方

向性 

○超臨界水を反応溶媒として用いることによりバイオマス

を低分子化でき、反応速度の遅いメタン発酵等の問題を解
決する利用技術として期待される。 

○温度・圧力を制御することにより、常温では溶解しない物
質が溶解し、酸・アルカリとしての機能を付加することも

可能となる。このため、メタンガス以外にも多くの有用物
質への変換が可能であり、利用用途の拡大が期待される。 

⑥
各
種
デ
ー
タ 

バイオマスの利
用可能量 

○食品製造工場汚泥系バイオマス ： 賦存量218PJ/年 
利用可能量218PJ/年 

○食品廃棄物系バイオマス ：  〃 67PJ/年 
                〃  63PJ/年 

○畜産・汚泥バイオマス ：  〃 247PJ/年 

  〃  247 PJ/年 
 ［合計 ： 賦存量532PJ/年（利用可能量528 PJ/年）］ 

 

 

※上記(1)～(3)の参考文献 
［1］「バイオマスハンドブック」（社団法人日本エネルギー学会） 

［2］「バイオマス・エネルギー・環境」（坂志郎） 
［3］「バイオマスエネルギー導入ガイドブック（第２版）」（独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構） 
［4］「平成14年度新エネルギー等導入促進基礎調査バイオマスエネルギー開発・利

用戦略に関する調査研究」（株式会社三菱総合研究所） 
［5］「バイオマス・ニッポン総合戦略策定緊急調査報告書」（社団法人日本エネルギ

ー学会） 
［6］「月刊地域づくり195号」（財団法人地域活性化センター） 
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５．国内及び海外におけるバイオマスエネルギー利用システムの導入・取組事例 

 

（１）バイオガス 

 ○概観（日本、海外） 

・日本では、食品工場や家畜ふん尿処理施設、下水処理施設において発生するバイ

オガスを発電や加温用燃料として、発生源近傍で利用するオンサイト利用が多く、

一部でバイオガスを生成して都市ガス原料や天然ガス自動車燃料として利用する

事例がある。 

・欧州では、コジェネレーションを含む発電用燃料や地域暖房の熱源用燃料として

広く利用されており、スウェーデンでは自動車用燃料としても利用されている。

英国とドイツの生産量が多く、それぞれ３割以上を占めている。 

・アジアでは、中国や南アジアにおいて古くから燃料として利用されており、中国

では家庭用バイオガス発酵槽が数百万個普及している。 

 ○導入事例（日本） 

・神戸市において、下水処理場から発生する消化ガスを生成したメタンガスを天然

ガス自動車の燃料として利用している。都市ガス燃料と同等の走行性能が得られ

ることを確認。 

・横須賀市において、家庭の生ごみを分別収集し、メタン発酵により生成したメタ

ンガスをごみ収集車の燃料として利用している。 

・長岡市において、下水消化ガスを精製して都市ガス原料としてガス事業者に売却

している。供給ガス量は一般家庭約1,000世帯分に相当し、売却利益は約1,100

万円/年。 

・北海道の空知支庁管内３地域（北空知、中空知、南空知）では、家庭及び事業所

から排出される生ごみを対象にバイオガスを生成している。バイオガスは、施設

内及び隣接処理施設等において利用している。 

 ○導入事例（海外） 

・ドイツでは、稼働している施設のほとんどは、農家で発生する家畜ふん尿や有機

性残渣を原料としたもので、導入されている発電機の出力は平均約85kW、発電量

は総計で約140万kWにものぼり、バイオガス産業による雇用は2,000人ともいわ

れている。最近は発電量500 kW以上の大型バイオガス施設も増えつつあり、その

多くは家畜ふん尿以外の有機性残渣も加えて、一緒に発酵させて出たガスを利用

している。 

 

（２）エタノール 

 ○概観（日本、海外） 

・国内では、バイオエタノール導入を推進するため、バイオエタノールの製造及び

利用に係るＥ３実証走行試験が展開されている。 

・経済産業省においてＥＴＢＥ（エタノールを原料として製造できるエチル・ター

シャル・ブチル・エーテル）の自動車用燃料利用に向けた検討が行われている。 
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・米国では、2005年8月に成立した「2005年エネルギー政策法」において、自動車

燃料へのバイオエタノールの使用を義務付けた。 

・欧州では、2020年までに輸送用燃料の20％を代替燃料とすることを目標としてい

る。 

・中国では、トウモロコシ等を原料とするＥ10の利用が進められている。 

 ○導入事例（日本）（実証事業） 

・北海道十勝地区、大阪府、沖縄県宮古島、伊江島等において、地域実証の取組が

進められている。 

 ○導入事例（海外） 

・海外では、サトウキビ（ブラジル）やトウモロコシ（米国）を主要原料としたエ

タノール製造が行われ、ガソリン自動車用の燃料として利用されている。 

 

（３）ＢＤＦ 

 ○概観（日本、海外） 

・日本では、自治体やＮＰＯ等が中心となって、原料となる廃食油の回収から燃料

製造、燃料利用全般に取り組む事例が多い。 

・ＢＤＦの自動車用燃料利用に向けたニートＢＤＦ、混合軽油の規格化の検討が行

われている。 

・欧州では、ドイツによる取組が先行しており、2003年に発令されたバイオ燃料指

令により、ＥＵ加盟各国での導入が拡大しつつある。燃料としては、ＢＤＦ５％

混合軽油が広く流通している他、ドイツではＢ100が市販されている。 

・アジアでは、タイ、インド、フィリピン、インドネシア等で普及が進められてい

る。 

 ○導入事例（日本） 

・京都市では、家庭や業務商業施設等で発生する廃食用油を回収してＢＤＦを生産

している。ＢＤＦ年間生産量は1,500KLであり、市バスやごみ収集車燃料として

利用している。 

 ○導入事例（海外） 

・海外では、ナタネ油、ヒマワリ油、ダイズ油を原料としたバイオディーゼル製造

が行われ、ドイツではディーゼル自動車燃料として市販利用されている。 

 
 


